
日本個性化教育学会紀要『個性化教育研究』編集規程（案） 

１．  日本個性化教育学会紀要『個性化教育研究』は日本個性化教育学会の機関誌であり，原則として１年に１回刊

行する。 

２．  日本個性化教育学会紀要には本会会員の①研究論文，②研究ノート，③実践報告，④書評，⑤その他会員の研

究活動に関連する記事を掲載する。 

３． 日本個性化教育学会紀要の編集のために，次の通り編集委員会をおく。 

（１）編集委員長（１名）は，理事または１年以上の会員歴を有する会員の中から会長が指名する。 

（２）編集委員（若干名）は，１年以上の会員歴を有する会員の中から，理事または編集委員会が推薦する。 

（３）編集委員会は，投稿論文の査読に必要と認めるときは，会員の中から臨時に査読者を加えることができる。 

４．研究論文等の掲載を希望する会員は，編集委員会が別に定める投稿要領に従い，原稿を編集委員会に投稿す

る。投稿論文の採否は，査読結果に基づき編集委員会の合議により決する。 

５．採用された研究論文等の形式について，編集委員会と執筆者との協議をもとに若干の修正・変更を加えることが

できる。 

６．投稿者による校正は再校までとする。原則として採用された研究論文等の内容を校正段階において修正すること

はできない。 

７．採用された研究論文等を掲載する際に特別の費用を要する場合は，投稿者がその実費を負担することがある。 

８．日本個性化教育学会紀要に掲載された研究論文等の著作権は，本会に帰属する。 

９．本編集規程の変更は，本会理事会での承認を必要とする。 

 

  



投稿要領（案） 

１．この要領は，日本個性化教育学会紀要編集規程４の規定に基づき，日本個性化教育学会紀要への投稿に関し，

必要な事項を定めるものである。本要領の改定にあたっては，編集委員会から提案された改訂案が理事会において

承認された場合に成立する。 

２．当該年度までの会費を納めている会員は，日本個性化教育学会紀要に研究論文等を投稿することができる。ま

た，編集委員会は会員以外の者に特例として執筆を依頼することができる。 

３．投稿する研究論文等は未発表のものに限る。ただし，口頭発表及び配付資料はその限りでない。また，他誌に投

稿中のものや刊行予定のものは投稿してはならない。 

４．投稿の締切は毎年９月末日とする。 

５．投稿原稿については，①研究論文，②研究ノート，③実践報告のいずれかの種別を選び，日本語の原稿を投稿す

るものとする。それぞれの種別についての説明は以下の通りである。 

①「研究論文」は，先行研究の適切かつ十分な検討をもとに研究課題を設定し，方法・結果・考察などの構成を整え，

独自の研究成果を明確な論理構成に基づいて記述したもの。 

②「研究ノート」は，特色ある教育実践あるいは先導的な研究について，その途中経過，新たな着想，予備的な分析

結果などを整理して報告したもの。 

③「実践報告」は，教育現場で広く共有されるに値する有意義な教育実践について，その目的，方法，成果，課題，今

後の展望などを，単元構想・教材・学習記録などの具体的なデータに基づいて詳細に紹介し，その実践の意義や課題

を明示したもの。 

６．投稿原稿は，様式（１-1 もしくは 1-2）の投稿原稿テンプレートに従って Microsoft Word を用いて作成する。図や

表，写真等も制限頁数の範囲内で掲載できる。なお，注及び引用文献，謝辞等は様式（２）に従って記載する。 

７．投稿原稿は，投稿者及び所属機関が特定されないように記載する。投稿者自身の研究論文等を引用した箇所は

「拙稿」等とせず，他の著者と同様に本名をそのまま記載する。投稿者が推定できる謝辞や付記の内容は、様式（３）

に記載し，投稿原稿の該当箇所には空白を設定して必要な行数を確保しておく。 

８．投稿する際には，執筆者氏名等を伏せた投稿原稿と別に，様式（３）の書式に合わせて，【論題】，【研究論文／研

究ノート／実践報告，の種別】，【投稿者氏名・所属】，【連絡先（電話番号およびメールアドレス）】等を記入した投稿申

込書を，編集委員長宛に電子メールにて送付するものとする。 

９．投稿者は編集・刊行作業が円滑に行われるよう協力するものとする。投稿者が編集・刊行作業を著しく妨げるとき

は，編集委員会は論文の掲載を取り消すことができる。 

10．研究論文等の掲載が決まった際には，5,000 円の掲載手数料（経費）を学会に支払う。 

11．投稿者は，投稿原稿およびその研究の実施過程において，研究参加者（実験，聴取調査，質問紙調査，授業研

究等の対象者等）等の生命，安全，プライバシーその他人権を侵害してはならない。 

 なお、日本学術会議声明「科学者の行動規範−改訂版−」（2013 年 1 月 25 日）を厳守しなければならない。 

  【参考】→ https://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-22-s168-1.pdf 
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